
視覚に障害のある児童生徒に対する「拡大教科書」の無償給与実施要領

１．趣旨

義務教育教科書無償給与制度の趣旨を踏まえ、通常の学級に在籍する視覚に障害のある児童生徒

に対し、その障害の程度に応じて検定教科書の文字等を拡大等した図書であって、検定教科書と内

容が同一と認められる図書（以下、単に「拡大教科書」という ）を検定教科書に代えて無償給与。

することにより、教育における機会均等の実質的な保障及び視覚に障害のある児童生徒の教育条件

の改善に資する。

２．給与対象者

国立大学法人・公・私立の小・中学校（中等教育学校の前期課程を含む ）に在籍する者(学校。

教育法第75条に規定する特殊学級に在籍する者を除く。)であって、視覚障害の程度が学校教育法

施行令第22条の3に規定する「盲者」又は「障害のある児童生徒の就学について （平成14年5月27」

日付 14文科初第291号 文部科学省初等中等教育局長通知）に定める「弱視者」に相当する児童生

徒及びこれらに準ずる程度の視覚に障害のある児童生徒のうち、他の児童生徒に比べて通常の検定

教科書の文字、図形等の視覚による認識に相当程度の時間を要する等学習に困難を来たす者であっ

て、拡大教科書を使用することが教育上適当であると所管の教育委員会(国立大学法人・私立の学

校にあっては学校長。以下「教育委員会等」という。)が認めた者とする。ただし、眼鏡等で視力

を矯正しうる者を除く。

３．給与される拡大教科書

給与される図書は、給与対象者が在籍している学校において使用する教科書と同一の内容の拡大

教科書とする。

また、給与される種類及び冊数については、他の児童生徒が当該学年に給与される検定教科書の

種類及び冊数に準ずるものとし、拡大教科書が給与された教科については、当該教科に係る検定教

科書の給与は行わない。

なお、文字等の拡大等に伴う頁数の増等の理由により拡大教科書が分冊となる場合にあっては、

当該分冊による冊数を１冊とみなし給与する。

４．給与申請手続き等

(1) 教育委員会等は、域内の小・中学校に給与対象者が在籍する場合には、別紙様式１の「 拡「

大教科書」需要数報告書」により、給与対象者数、給与拡大教科書の種類及び冊数、拡大教科

書発行者名等の必要事項を記入し、所定の期日までに都道府県教育委員会に提出する。

(2) 都道府県教育委員会は 教育委員会等から提出された別紙様式１について 別紙様式２の 拡、 、 「「

大教科書」需要数集計報告書」により取りまとめの上、教育委員会等から提出された別紙様式

１と併せて、所定の期日までに文部科学省教科書課に提出する。

(3) 文部科学省は、別紙様式１に記載された拡大教科書発行者と「拡大教科書購入契約」を締結

、 、し 当該発行者より購入した拡大教科書を給与対象者が在籍する学校の設置者に無償で給付し



当該学校の設置者は、国から給付された拡大教科書を給与対象者に無償で給与する。

(4) 給与対象者が転学したことにより、拡大教科書の再給与を行う必要がある場合の手続き等に

ついては、上記(1)、(2)及び(3)の手続きを速やかに行うものとする。

５．拡大教科書の納入及び給与

(1) 拡大教科書発行者は 「拡大教科書購入契約」の定めるところにより、給与対象者が在籍す、

、 、る学校の設置者が別に指定する場所へ拡大教科書を納入するものとし 納入時期による区分は

検定教科書に準じ以下のとおりとする。

① 前期用（４月１日から４月１５日までに納入した拡大教科書（転学した給与対象者に対し

下記(4)の場合において給与すべきものを除く ）をいう。以下同じ ）。 。

② 後期用の拡大教科書（９月１日から９月１５日までに納入した拡大教科書（転学した給与

対象者に対し下記(4)の場合において給与すべきものを除く ）をいう。以下同じ ）。 。

③ 前期転学用（４月１日から８月３１日までに納入した拡大教科書（前期用の拡大教科書を

除く ）をいう。以下同じ ）。 。

④ 後期転学用（９月１日から２月末日までに納入した拡大教科書（後期用の拡大教科書を除

く ）をいう。以下同じ ）。 。

(2) 拡大教科書の給与対象者への給与は、検定教科書の給与に準じ、給与対象者が在籍する学校

の校長を通じて拡大教科書の納入後速やかに行うものとする。

(3) 給与対象者が転学したことによる再給与に係る取扱についても(1)及び(2)に準じて取り扱う

ものとする。

(4) 給与対象者が転学し、使用する拡大教科書が異なることとなった場合を除き、同一拡大教科

書の再給与は行わない。

６．その他の事務処理

(1) 教育委員会等は、拡大教科書発行者から拡大教科書を受領したときは、拡大教科書の名称及

び冊数その他必要事項を記載した書類（以下「受領報告書」という ）を前期用、後期用、前。

期転学用及び後期転学用ごとに別紙様式３により作成し、これを都道府県教育委員会に提出す

るとともに、これらの事項を記載した受領証明書（以下「受領証明書」という ）を前期用、。

後期用、前期転学用及び後期転学用ごとに別紙様式４により作成し、これを当該拡大教科書発

行者に交付するものとする。

(2) 拡大教科書発行者は、上記(1)の受領証明書を受け取ったときは、これに基づき、都道府県ご

とに拡大教科書の納入冊数を集計した書類（以下「納入冊数集計表」という ）を別紙様式５。

により作成し、受領証明書を添えて当該都道府県教育委員会に提出するものとする。

(3) 都道府県教育委員会は、上記(1)の受領報告書を受け取ったときは、これに基づき、当該都道

府県内の拡大教科書の受領冊数を集計した書類（以下「受領冊数集計報告書」という ）を別。

紙様式６により作成するものとする。

都道府県教育委員会は、受領冊数集計報告書と拡大教科書発行者から提出のあった上記(2)の

納入冊数集計表とを照合し、拡大教科書ごとに冊数が同一であることを確認したときは、受領

冊数集計報告書を文部科学省に提出するとともに、納入冊数集計表及び受領証明書を当該拡大



教科書発行者に返付するものとする。

(4) 教育委員会等は、上記４．(3)による拡大教科書の給与が完了したときは、給与を受けた児童

及び生徒の名簿を別紙様式７により作成するとともに、給与を受けた児童及び生徒の総数を都

道府県教育委員会に報告するものとする。

都道府県教育委員会は、上記の報告を受けたときは、当該都道府県内の給与を受けた児童及

び生徒の総数を文部科学省に報告するものとする。

(5) この要領に定めるものの他、拡大教科書の無償給与に関し必要な事務処理については、検定

教科書における教科書無償給与事務に準じて行うものとする。

７．その他

文部科学省は、必要に応じ、拡大教科書の給与に係る事務処理状況等について実態調査を行う。



別紙様式１

Ｎｏ．　　　－　　　　　

平成　　　年度「拡大教科書」需要数集計報告書

市町村教育委員会（国立大学法人・私立学校については学校長）名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

学年 給与対象者 種目 図　　　　書　　　　名 単　価 発行者名（連絡先）
氏　　　　名

年 円

　（注）１．作成の際，必ず発行者に供給可能であることを確認し，連絡先を記入すること。

　　　　　　（該当年度用一般図書（第１０７条図書）契約予定一覧に掲載の発行者については，連絡先は記入しなくてもよいこと。）

　　　　２．図書名は，シリーズ名，巻数等詳細に記入すること。

　　　　３．通常の学級に在籍する児童生徒の需要数のみ記入すること。また，高等学校の需要数は，上記需要数に含めないこと。

　　　　４．ワープロ等で作成する場合は，図書名欄の行数を１頁につき１５行程度とすること。



別紙様式２

発　行　者　名

住　　　　　　所
（〒　　　－　　　　）

担当者名

連絡可能な時間帯

文部科学省

記　入　欄
円 冊

（注）　１．この様式は，発行者ごと別葉に作成のこと。

　　　　２．作成の際，必ず発行者に供給可能であることを確認し，確認先（発行者の住所，電話番号，担当者名）を記入すること。

　　　　　　（「一般図書（第１０７条図書）契約予定一覧」に掲載の発行者については記入しなくてもよいこと。）

　　　　３．図書名は，シリーズ名，巻数等詳細に記入すること。

　　　　４．通常の学級に在籍する児童生徒の需要数のみ記入すること。また，高等学校の需要数は，上記需要数に含めないこと。

　　　　５．ワープロ等で作成する場合は，図書名欄の行数を１頁につき１５行程度とすること。

平成　　　年度　「拡大教科書」需要数集計報告書

Ｎｏ．　　　－　　　　　

需要数単　　価

（都道府県教育委員会名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

図　　　　　書　　　　　名

電　話　番　号



別紙様式３－１

都道府県教委提出 年度用

平成　　　年　　　月　　　日

都道府県教育委員会殿

設置者名
印

受　　　　　　　領
前　　　期

「拡大教科書」 報告書
後　　　期

　用
給与児童生徒数 前期転学

後期転学

　　　視覚に障害のある児童生徒に対する「拡大教科書」の無償給与実施要領に基づき，別

　　紙のとおり，「拡大教科書」の受領冊数及び「拡大教科書」の給与を受けた児童生徒の総

　　数を報告します。

　　　（別紙明細表　　　　　　　　枚）



別紙様式３－２

都道府県
教委提出

設置者控 年度用
　設置者名

受　　　　　　　領

前　　　期

「拡大教科書」 報告書明細表
後　　　期

　用
給与児童生徒数 前期転学

後期転学

学校名

種　　目 発　　行　　者　　名 「　拡　大　教　科　書　」　の　名　称 冊　　数

冊（人）

　（注）１．この様式は該当する文字を○で囲む，若しくは不要な文字を抹消するなどして適宜使用する。



別紙様式４－１

発行者交付 年度用

　　発行者（特約供給所） 平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　殿

設置者名
印

前　　　期

「拡大教科書」受領証明書
後　　　期

　用
前期転学
後期転学

　　　視覚に障害のある児童生徒に対する「拡大教科書」の無償給与実施要領に基づき，

　　別紙のとおり，「拡大教科書」を受領したことを証明します。

（別紙明細表　　　　　　校分　　　　　枚）



別紙様式４－２

発行者交付　　　設置者控 年度用

前　　　期

　　　　　　「拡大教科書」受領証明書明細表
後　　　期

　用
前期転学

後期転学

学校名

種　　目 発　　行　　者　　名 「　拡　大　教　科　書　」　の　名　称 冊　　数

冊

　（注）１．この様式は該当する文字を○で囲む，若しくは不要な文字を抹消するなどして適宜使用する。

　　　　２．この表は，学校ごとに別葉とすること。

　　　　３．冊数の記入に当たって，「拡大教科書」納入（返付）指示書，「拡大教科書」給与児童生徒名簿

　　　　（前期用・後期用），「拡大教科書」給与児童生徒名簿（転学用）と照合・確認の上，提出すること。



別紙様式４－３

発行者交付　　　設置者控 年度用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日
　　　発行者（取次供給所）

殿
設置者名（校長名）

印

　　　　　　「拡大教科書」納入（返付）指示書
前期　　前期転学

　用
後期　　後期転学

　　　　通常の学級に在籍する児童生徒に無償で給与する「拡大教科書」 （として受領したもの） について，下記
　　　のとおり納入 （返納するので，受領） してください。

納入（返付）場所 学校

納入（返付）期日 　　　　　　平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

種　　目 発　　行　　者　　名 「　拡　大　教　科　書　」　の　名　称 冊　　数

冊

受
領
欄

　上記の「拡大教科書」を，上記の納入（返付）指示冊数のとおり受領しました。

平成　　　年　　　月　　　日
設置者名（校長名）

発行者名（取次供給所名）       印

（注）１．この様式は該当する文字を○で囲む，若しくは不要な文字を抹消するなどして使用する。
　　　２．返付指示冊数は数字を○で囲むこと。



別紙様式５－１

発行者提出 年度用

平成　　　年　　　月　　　日

　　　　都道府県教育委員会殿

発行者（特約供給所）名
印

前　　　期

「拡大教科書」納入冊数集計表
後　　　期

　用
前期転学
後期転学

　　　視覚に障害のある児童生徒に対する「拡大教科書」の無償給与実施要領に基づき，

　　「拡大教科書」受領証明書を添えて，別紙のとおり報告します。

（別紙明細表　　　　　　　　枚）

都 道 府 県 教 育 委 員 会 の 確 認 欄

　　　視覚に障害のある児童生徒に対する「拡大教科書」の無償給与実

　　施要領に基づき，別紙の納入冊数の総数と，受領冊数集計報告書

　　の受領冊数の総数が，「拡大教科書」ごとに同一であることを確認し

　　ました。

　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　都道府県教育委員会名

印



別紙様式５－２

発　行　者　提　出 年度用

前　　　期

　　　　　　　　　「拡大教科書」納入冊数集計表明細表
後　　　期

　用
前期転学

後期転学

発行者名

種　　目 「　拡　大　教　科　書　」　の　名　称 冊　　数

冊

　（注）この様式は，該当する文字を○で囲む，若しくは不要な文字を抹消するなどして適宜使用する。



別紙様式６－１

文部科学省提出 年度用

平成　　　年　　　月　　　日

　　　文部科学大臣 　　　　　　　　　　　　　殿

都道府県教育委員会名
印

受   領   冊   数
前　　　期

「拡大教科書」 集計報告書
後　　　期

　用
給与児童生徒数 前期転学

後期転学

　　　視覚に障害のある児童生徒に対する「拡大教科書」の無償給与実施要領に基づき，別

　　紙のとおり，「拡大教科書」の受領冊数の総数及び「拡大教科書」の給与を受けた児童生

　　徒の総数を報告します。

　　　（別紙明細書　　　　　　　　枚）



別紙様式６－２

数

文部科学省提出　　　都道府県教委控 年度用
　都道府県教育委員会名

　　受　　　　　　　領

前　　　期

「拡大教科書」 　　集計報告書明細表
後　　　期

　用
　　給与児童生徒 前期転学

後期転学

発行者名

種　　目 「　拡　大　教　科　書　」　の　名　称 冊　　数

冊（人）

　（注）１．この表は，発行者ごとに別葉とすること。



別紙様式７－１

年度用

「拡大教科書」給与児童生徒名簿　（　前期用　　後期用　）

学　　校　　名 学　　　　年

学　　級　　名 給与児童数
人

給与年月日

「拡大教科書」を給与
備考

「拡大教科書」を給与
備考

「拡大教科書」を給与
備考

「拡大教科書」を給与
備考

した児童生徒の氏名 した児童生徒の氏名 した児童生徒の氏名 した児童生徒の氏名
1 2 3 4

給与した「拡大教科書」の名称及び給与児童生徒数

種　目 「拡大教科書」の名称 給与
人員 種　目 「拡大教科書」の名称 給与

人員

人 人

（注）１．この名簿は，学校ごと，学年ごと，学級ごとに別葉とすること。
　　　２．「備考」欄には，「給与年月日」欄に記入した給与日と異なった日に教科用図書を給与した児童に
　　　　ついて，当該給与日を記入すること。



別紙様式７－２

与

　　　　　　　　　　　　「拡大教科書」給与児童生徒名簿　　（　前期転学用　　　後期転学用　） 年度用

学　　　校　　　名 学　年

「拡大教科書」を給
転学の年月日 給与年月日 給与した「拡大教科書」の名称

転学前の学校において給与を受けた

した児童生徒の氏名 「拡大教科書」の名称

（注）１．この名簿は，学校ごと，学年ごとに別葉とすること。
　　　２．「転学前の学校において給与を受けた「拡大教科書」の名称」欄は，「転学児童生徒「拡大教科書」給与証明書」を添付する場合には記入を省略する
　　　　ことが出来る。



別紙様式７－３

年度用

転学児童生徒「拡大教科書」給与証明書

　　　　　　　立　　　　　　　　　　学校長殿 平成　　　年　　　月　　　日

（所在地）　　　　　　　　都道府県　　  　　　市区町村

　　　　　　　　　　　　　　立　　　　　　  　　　　　　 学校

［℡.　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　］

校長名 印

　　　　　　貴校に転学する下記児童生徒について，本校における「拡大教科書」の給与の状況は，

　　　　下記のとおりであることを証明します。

記

　 生徒氏名 学　　年

種　　　目 「拡大教科書」発行者名 「拡大教科書」の名称

（注）１．地図等の数ヵ年使用の「拡大教科書」について，引き続き転学の年度に使用している場合に
　　　　は，給与「拡大教科書」として記入すること。
　　　２．転学する児童生徒が，従前に転学した事実がある場合には，その学年における従前の転学
　　　　に係る「拡大教科書」給与証明書をすべて添付すること。




